
22年国調
  人  口 17年国調 Ⅱ－１

増減 △1,004人 △1.4%
26.3.31 2.5% 2.6%
25.3.31 13.4% 16.4% Ⅰ－３
増減 △481人 △0.7% 81.2% 80.3%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収
11,213,600 42.5 0.1 10,030,283 72.7 工特 ×

159,939 0.6 △ 3.9 159,939 1.2 低開発 × 支
18,726 0.1 △ 11.9 18,726 0.1 産炭 ×
30,570 0.1 86.0 30,570 0.2 山振 × 状
53,360 0.2 1108.3 53,360 0.4 離島 ×

687,454 2.6 △ 0.9 687,454 5.0 過疎 × 況
74,226 0.3 △ 2.4 74,226 0.5 半島 ×

0 0.0 - 0 0.0 首都 ×
59,662 0.2 △ 8.5 59,662 0.4 近畿 ×
30,059 0.1 △ 7.3 30,059 0.2 中部 ○

2,822,186 10.7 △ 3.1 2,505,691 18.2 市町村圏 ○ 一

2,505,691 9.5 △ 2.7 2,505,691 18.2 特定農山村 × 般

316,495 1.2 △ 5.9 0 0.0 財政再建 × 職

15,149,782 57.5 △ 0.3 13,649,970 98.9 指数表選定 ○ 員

14,186 0.1 1.8 14,186 0.1 財源超過 × 等

90,316 0.3 5.1 0 0.0
710,044 2.7 △ 0.2 73,289 0.5 定

290,900 1.1 3.5 0 0.0 数

3,937,244 14.9 8.3 - - 現年課税分 × × 1
1,811,918 6.9 14.7 - - 96.0% × × 2

49,081 0.2 27.3 35,792 0.3 95.7% × ×
10,186 0.0 △ 79.0 - - 96.1% ○ × 1
17,843 0.1 △ 98.9 - - × × 1

807,136 3.1 35.2 - - × ○ 1
273,253 1.0 △ 42.5 26,564 0.2 × × 20

3,201,640 12.1 39.1 - -
26,363,529 100.0 △ 0.8 13,799,801 100.0

経常収支

比　　　率

5,150,874 20.1 4.5 4,803,899
3,614,862 14.1 1.3 3,296,429
5,042,037 19.7 2.4 1,450,795
2,796,022 10.9 △ 3.6 2,691,325
2,795,799 10.9 △ 3.6 2,691,102

223 0.0 △ 32.0 223
12,988,933 50.8 1.8 8,946,019
3,244,079 12.7 △ 1.1 2,498,093

288,933 1.1 △ 4.4 198,952
1,376,044 5.4 △ 53.9 944,830

6,399 0.0 △ 0.5 6,399
3,342,355 13.1 △ 6.1 2,981,106

990,995 3.9 23.9 850,624
投資及び出資金・貸付金 145,295 0.6 △ 4.5 130,422
前年度繰上充用金 0 0.0 - -

3,213,898 12.6 67.4 714,305
164,980 0.6 14.7 130,569

3,213,898 12.6 69.8 714,305
1,932,930 7.6 103.3 19,122
1,231,254 4.8 35.8 692,669

49,714 0.2 43.4 2,514
0 0.0 皆減 0
0 0.0 - -

25,590,532 100.0 △ 0.6 17,264,351

※（　）内の数値は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特定法による措置が無いとした場合の数値

失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数

　　 歳　　出　　合　　計 25年4月1日現在  108.6
　　　　　　　　　　※(100.4)

実質的なもの 0
収 益 事 業 収 入 0

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,185
災 害 復 旧 事 業 費 18,037,348千円 合　　　　計 3,657,041

　県　営 歳入一般財源等 収入印紙等購入基金 0

0
　単　独 　経常から除いた場合）  94.3% 介護老人保健施設 21,850 その他 1,718,307

0

うち

　補　助 （減税補塡債及び臨時財政対策債を 介護保険 958,255 　補　　償 その他

22,000

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 後期高齢者医療 900,219 被保険者１人当たり保険給付費 246千円 　保　　証 公社等

債 務 負 担 行 為 額

うち人件費 経常収支比率　　　 83.9% 土地開発基金 31 調定額（被保険者1人当たり） 155千円 翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入

投資的経費 13,017,890千円 国民健康保険 700,000 保険税収入額（1世帯当たり） 149千円

23,881,196
経常経費充当一般財源等計 下水道 762,000 被保険者数 29,130人 　 うち財政融資資金・旧郵政公社公社資金現在高 14,174,386

0 0.0 病院事業 300,000 加入世帯数 17,164世帯

709,873
158,453千円 特定目的基金 1,142,672

地　方　債　現　在　高

積　　立　　金 - - 水道事業 14,686 再差引収支

2,631,440
繰　　出　　金 2,654,895 17.1 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支 445,055千円
100.0 △ 0.6 3,213,898 17,264,351

積立金
現在高

財政調整基金

減債基金

- - - 地方債現在高比率 157.5%
うち一部事務組合負担金 0 0.0 　歳　　出　　合　　計 25,590,532

- - 将来負担比率 23.0%
補　助　費　等 86,398 0.6  　前年度繰上充用金 0 0.0

2,691,325 連結実質赤字比率 -
維　持　補　修　費 112,182 0.7  　諸 支 出 金 0 0.0 -

実質赤字比率 -
物　　件　　費 1,447,320 9.3  　公　　債　　費 2,796,022 10.9 △ 3.6 -

9.3%
   （ 義 務 的 経 費 計 ） 8,717,095 56.2  　災害復旧費 0 0.0 皆減 - -

1,796,019 7.0 △ 14.4 140,461 1,659,222 実質公債費比率（Ｈ２３～Ｈ２５平均）

5.3 34.9 243,874 1,005,661 起債制限比率（Ｈ２３～Ｈ２５平均） 11.3%内
訳

元利償還金 2,691,102 17.4  　消　　防　　費 1,364,167
一時借入金利子 223 0.0  　教　　育　　費

8.1 △ 11.2 938,901 1,335,705 公債費比率 11.7%
10.4 122,353 468,304 公債費負担比率 14.9%

公　　債　　費 2,691,325 17.4  　土　　木　　費 2,070,756
扶　　助　　費 1,419,182 9.1  　商　　工　　費 627,723 2.5

0.5 △ 2.2 63,356 99,493 経常一般財源等比率 91.0%
△ 35.0 0 98,616 実質収支比率 4.6%

うち職員給 - - 　 農林水産業費 135,595

1,478,180 1,812,637 財政力指数（Ｈ２３～Ｈ２５平均） 0.775
人　　件　　費 4,606,588 29.7  　労　　働　　費 180,584 0.7

4.1 177,250 5,161,280 標準財政規模 15,163,314
一般財源等  　衛　　生　　費 3,538,994 13.8 △ 14.9

10,947,083

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等
経常経費充当  　民　　生　　費 9,868,752 38.6

239,180 基準財政需要額 10,892,602
 　総　　務　　費 2,972,740 11.6 18.1 49,523 2,692,928 標準税収入額

Ａの充当一般財源等

25年度

基準財政収入額 8,407,641

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　議　　会　　費 239,180 0.9 △ 2.6 0

地 方 債 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

　 　歳　　入　　合　　計 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費

3,800
諸 収 入 じんかい処理 その他 議会議員 平成18年10月1日 3,510
繰 越 金

      固定資産税　　　1.4/100
伝染病 後期高齢者医療 議会副議長 平成18年10月1日

小学校 教育長 平成18年10月1日 6,460
繰 入 金 老人福祉 中学校 議会議長 平成18年10月1日 4,130

事務機共同 常備消防
寄 附 金 税 合 計 11.2% 80.3% 市税滞納整理

財 産 収 入

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 10.0% 78.9%

8,070
県 支 出 金 市 民 税 13.3% 79.4% 退職手当 火葬場 副市長 平成18年10月1日 7,030

滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長 平成18年10月1日

適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

国 庫 支 出 金 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,000円 徴
収
率

区 分

一部事務組合加入の状況 特別職等
給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

手 数 料 　  　合　　　　計 11,213,600 100.0 0.1 0

　　　合　　　計 659 2,106,541 3,197
使 用 料 　

臨時職員 0 0 0
分 担 金 ・ 負 担 金 　
交通安全対策特別交付金 都市計画税 1,183,317 10.6 △ 0.1 0

△ 1.0 0 消防職員 105 330,793 3,150
0 教育公務員 52 154,157 2,965

　（　一　般　財　源　計　）

内
訳

入湯税 329,274 2.9

- 　 うち技能労務員 110 385,181 3,502
　特　　別 目的税 1,512,591 13.5 △ 0.3

一般職員 502 1,621,591 3,230
内
訳

　普　　通 旧法による税 - - -
地 方 交 付 税 法定外普通税 - - - -

１人当たり平均給料

地 方 特 例 交 付 金 （法定普通税計） 9,701,009 86.5 0.1 0 （人）  月額 （百円）

484,927
自 動 車 取 得 税 交 付 金 特別土地保有税 1,606 0.0 皆増 0

　　　 　区　　　分
職員数 給料月額　（百円）

0
特別地方消費税交付金 市たばこ税 644,158 5.7 12.3 0 1,710,540 実質単年度収支 538,792

0 0
ゴルフ場利用 税交 付金 軽自動車税 131,344 1.2 1.9 0 積立金取崩し額 0

562,036 290,744
地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,523,807 49.3 △ 0.2 0 臨時財政対策債

発行額
繰上償還金

△ 23,244 194,183
株式等譲渡所得割交付金 固定資産税 5,567,951 49.7 △ 0.2 0 積立金

696,315 719,559
配 当 割 交 付 金 法人税割 242,560 2.2 △ 5.6 0 － 単年度収支

翌年度に繰越すべき財源 76,682 87,577
利 子 割 交 付 金 法人均等割 289,621 2.6 △ 2.6 0 実質収支

歳入歳出差引 772,997 807,136
地 方 譲 与 税 所得割 2,701,825 24.1 △ 0.9 0 減税補塡債

発行額

歳出総額 25,590,532 25,756,569
地 方 税

市民税

個人均等割 121,944 1.1 △ 0.1 0
区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 増減率 超過課税分

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）
　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 25年度（千円） 24年度（千円）
　指定状況 歳入総額 26,363,529 26,563,705

地方交付税種地
第３次      26,207人      27,354人 人口密度(H22） 576人

イトウシ
72,816人 第２次       4,312人       5,604人 面　　積 124.13㎢

静岡県 伊東市決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

72,335人 第１次       　810人       　891人 17年国調 33,141人 シズオカケン

72,441人 都道府県名 団体名 市町村類型
区分       ２２    年    国    調       １７   年    国    調 22年国調 31,840人

平　成　２５　年　度
71,437人

産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

22 2089


